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１．はじめに 

政府策定の「官民 ITS 構想・ロードマップ」による

と，2020 年までに限定地域の公共交通等における無人

自動運転による移動サービスの実現，「未来投資戦略

2018」において，2030 年までに地域限定型の無人自動

運転移動サービスを全国 100 か所以上で展開する目標

も掲げられている。このような状況の中，2017 年度に

国土交通省が全国 13 地域で実施した「中山間地域の道

の駅等を拠点とした自動運転サービスの実証実験」を

はじめ多くの実証実験が行われており，この内秋田県

上小阿仁村のみ社会実装に進展している。しかし，その

他の実証実験が行われた多くの地域では，社会実装に

進展しておらず，実装に必要な活動の明確化が課題と

なっている。 

そこで，本研究では，自動運転サービスの実装に寄与

する成果へ至るプロセスを把握し，評価法を提案する。

具体的には，自動運転サービス実装へ至る過程を構造

化したロジックモデルを構築し，同モデルより社会実

装に必要な活動，道筋を明らかにするとともに，実装地

域との評価を行い現状の課題点についても整理する。 

２．既存研究と本研究の位置づけ 

花岡ら１）は，自動運転システム実現の阻害要因を特

定し，改善方策を提示する研究を行った。その結果，構

造化を通じて事業収益を得ることができるか不透明で

あることや，事故時の責任リスクという阻害要因を明

らかにし，それに対する改善方策を紹介している。それ

に対して本研究では，自動運転サービスの実装に寄与

する成果へ至るプロセスを把握し評価法の提案に着目

する。それによって自動運転サービスの社会実装に至

るための具体的な活動から最終的な成果に至るまでの

検討事項を明らかにし，モデルの評価を行うこととす

る。 

３．分析方法 

本章では，ロジックモデルの作成方針を説明する。ま

ず，ロジックモデル構築のため，事業関係者や自治体，

運営主体に対しヒアリング調査を実施した。同調査で

は，回答者の感情や行動理由を掘り下げるデプスイン

タビュー方式を採用した。表－１にその調査概要を示

す。表に示すように，13 地域の実証実験に携わった国

土交通省やコンサルタントの担当者，実装した運営主

体の NPO 法人の方を対象とした。 

表－１ ロジックモデルのインタビュー調査の概要 

 

 

 

図－１ 認知マップ 

次に，デプスインタビュー調査結果に基づき，認知マ

ップを作成する。認知マップとは，頭の中で感じている

認知を，理解や解釈を可能にするために図式化したも

のである。最終的に，認知マップからロジックモデルを

構築し，社会実装に結びつけるために必要な項目を明

らかにする。具体的には，自動運転サービスの実装に至

るための「アウトカム」，「アウトプット」，「活動・イン

プット」の関連を構造化する。これにより，資源となる

「活動・インプット」を効率的に配分することが可能と

なる。 

４．分析結果 

４．１ 認知マップの作成 

自動運転サービスに携わった方を対象にしたヒアリ

ング調査結果から，認知マップの作成を行った。その結

果を図－１に示す。同図に示すように，多様な立場の方

を対象にした調査により，対象者の誰一人として全体

項目
調査目的
調査期間
調査方法
調査内容

調査対象者
自動運転サービス事業関係者

（国土交通省，コンサルタント）
秋田県上小阿仁村の自動運転サー
ビス事業関係者（役場，NPO法人）

サンプルサイズ 5 2

内容
自動運転サービス事業に関わった専門家の方の行動実態や課題を把握

2020年10月13日～11月25日
デプスインタビュー方式（webインタビュー/対面インタビュー）
実装に至った原因，実装に至らなかった原因，取り組み内容

色 対象者
国土交通省(A)の方
国土交通省(B)の方
国土交通省(C)の方
コンサルタント(A)の方
コンサルタント(B)の方

事業を率先する
キーマンがいない

運営主体の選定が難しい

新しいことに対
する不安がある

実装例が少ない

元々自家有償
サービス行ってい
ない地域がある

導入に前向き
な人がいない

高性能な運転
技術を待つ

将来の展開に
期待がない 道の駅の駅長さん

などの支援がない

自動運転に時
間を差し出す
人がいない

道路空間と
適合しない

車両の種類が少ない

安全な運行
ができない

通行する区間の
交通量が多い

車両が道路の幅
員と適応しない

今の車両の技術で
安全に運行できない

地域の課題の
解決策が自動
運転ではない

今の技術力では
解決に至らない

収支が成り立たない

独立採算では実
装は難しい

国の補助金だけ
では足りない

他の地域より多く補
助金を提供できない

継続した運営
が難しい

需要が見込めない

乗車率が低い

自動運転を
体験する人
が少ない

サービスが
浸透しにくい

信頼性が低い

人件費の負
担が高い

ボランティアが
中々集まらない

資金内で運営でき
る委託先がない

主体として受け
入れてくれない

運営主体に重大な
責任がある

車両の購入や管
理の仕組みがない

取り扱い容易な
車両が限られる

中山間地域での
取り扱いが難しい

未来的な車
両ではない

電磁誘導線
上以外行き
先を選べない

車両によってサー
ビスの制約がある

技術力が低い

ゴルフカートなどの
車両が選定される

運行形態に柔
軟性がない

中山間地域の要求す
る車両技術でない

首長さんが前
向きではない

首長さんの
個性がでる

保守的な
人がいる

自動運転サービス
への関心が低い

新しいことに
興味がない

首長さんによっ
て違いがある

運賃以外で
施策を考え
ていない 施策のある地

域でもそれが
有効ではない

貨客混載や
広告での収入
が少ない

車両メンテナンス
コストが高い

運転手のコ
ストが高い

運営コストが高い

7割が人件費
高齢者が運転で
きるレベル3まで
の運転ができる

高性能な車両だと地
方では専門家に来て
もらう必要がある

レベル２では運転手
のコストが減らない

レベル4までの
運転技術がない

監視員のコスト
がかかる

ゴルフカートは技
術レベルが低い

イニシャルコ
ストが高い

誘導線を引い
たり地図を作る
必要がある

走行距離が
決まっている

カートタイプは
約60kmまでし
か走行不可

車両に高性能な
GPSを利用する

障害物で位
置を見失う

車両が高くつく

中山間地域では候補
の選択肢が少ない

実装になると
荷が重い

合併して集落
が離れている

地域内の限られた
範囲のみ実装予定

地域の範囲が広い

住民からのク
レームがある

全地域に平等にサー
ビスを提供できない

車両や誘導線のメン
テナンスが必要

自動運転サービスだけで
カバーできる範囲ではない

町が中心部にあ
るわけではない

立地が影響している

電磁誘導線がない
地域に同じ対価や
サービスが必要

首長さんの印象が下
がってしまう

首長さんが実装
に踏み切れない

電磁誘導線を引く
ことに不満がある

路線の拡張や引き
直しに手間がかかる

首長さんの影
響が大きい

村が賛成し村の名
前を出したくない

公共交通会議や
公共交通計画で
位置付けが必要

首長さんが反対
して入れれない

既存交通と
のすみ分け
が必要

自動運転に商
品を入れれない

住民が車両に対
して認知が低い

車両が地域に
定着していない

ルート選定に
はに地域に
入っていない

住民の意見が
反映されていな
い地域が多い

村の方針を決
めることが必要

車の利用をやめて
も高齢者は移動す
ることが難しい

高齢者の多
くが車を利
用している

公共交通サー
ビスに対する
ニーズがない

地域のニーズに合わ
せた仕組みが必要

移動以外の
利用策がない

担当者のやる気がない

人が変わると
実装に不向
きな人がいる

引き継いだ人の
やる気が低くなる

時間がかか
り心変わりす
る人がいる

自家用車の
利用が多い

新たな担当者は
やる気がない

実証実験の期
間が長すぎる

支援がない

前首長の実
績である

利用のニーズがない

情報をもとに
ルートを選定

人の移動情
報が必要

ある程度の利用する層
が固定されていない

持続可能な運営体
制が構築できない

地域の合意を
得られない

将来のビジョ
ンが不明確
なまま活動 住民利用以外

の採算性がない

安価な運営モデル
が作れない

地域のニーズに
合わせたダイヤ
設定が必要

移動する際に誰
とも合わない

自動運転への
愛着がない

不安がある

手動での運
営実証実験
をしていない

自家用有償の
免許がない

都市マスター
プランがない

メンテナンス
がしづらい

人口が少ない

保険料がか
かってくる

高齢者が利用できる
予約方法が必要

事故などへの保
険が必要
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像を表明した人がいないことを明らかにした。すなわ

ち，単一の立場からでは見失いがちな網羅的な知見を

把握することができた。 

４．２ ロジックモデルの分析結果 

構築したロジックモデルを図―２に示す。同モデル

によって自動運転サービスの社会実装に，必要な活動

や成果の道筋を明らかにした。例えば「自動運転への理

解の醸成」のアウトカムでは，「自動運転技術の信頼」

のアウトプットを介し「安全性に対する丁寧な説明」の

インプット・活動項目が繋がることを明らかにした。さ

らに，図－２の橙色に該当する「自動運転に至る前に手

動運転による実験のプロセスを得た段階的な導入」の

項目が抽出された。これは，地域の方の信頼性の確保に

おいては，まず手動運転での運営が可能であるかを検

証することが重要な項目であることを意味する。以上

のように，事前想定することが難しい項目までも網羅

的に抽出することができた。 

次に，ステークホルダー間で共通する項目，そうでな

い項目を抽出し比較した結果を示す（図－２参照）。共

通項目では、「負担感の低減」、「首長などキーマンのリ

ーダーシップ」などの項目が抽出された。これらの項目

は，様々な立場の方が挙げた項目であるため，実装にお

いて優先度の高い重要な項目であると推察される。  

また，共通していない項目（図中赤枠）については，

「自動運転への理解の醸成」のアウトカムに繋がる「簡

易な予約方法」など具体的なインプット・活動も抽出す

ることができた。 

４．３ 社会実装地域を対象にした評価 

構築したロジックモデル評価するため，社会実装地

域の関係者調査により抽出されたインプット・活動項

目の照合を行った。その結果，達成項目と未達成項目が

それぞれ顕出された。未達成項目では，例えば利用のニ

ーズが低いことに対する「移動の目的や交流の場の創

出」が挙げられた。これらの項目を整理することで，今

後の社会実装に必要な課題点を明確することができた。 

５．おわりに 

本研究では，自動運転サービスが社会実装されるた

めに，具体的な活動や成果の道筋を構造化した。その結

果，社会実装に必要な重要なインプット・活動項目を網

羅的に明らかとした。さらに，社会実装地域を対象にし

た評価によって，実装における現時点の課題点を導き

出すことができた。今後の課題として，作成したロジッ

クモデルの妥当性の検証や， 1事例の評価であるため，

ロジックモデルの一般性を向上させるためにも適用地

域を増やすことが必要であることが挙げられる。 
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図－２ ロジックモデル 

用途にあう車両選択(サイズ，速度等)

近隣のメンテナンス工場・修理工場の確保・予備車両の確保

サービスや車両に愛着を持ってもらう（ネーミング等）

地域の移動ニーズの把握/自動運転利用ニーズの把握

自治体における担当部署の設置

首長などキーマンのリーダーシップ

手動運転区間を含めた柔軟なルート設定

ニーズにあったルート設定

自動走行を補助するためのインフラ整備

簡易な運行管理システム

簡易な予約方法

自治体内の交通サービスの平等性確保

公共施設や店舗等の目的施設の集積

安全性に対する丁寧な説明

非常時の為の保険加入

試乗会の提供

地域の道路環境・沿線環境等に合った走行空間の確保

移動目的や交流の場の創出

利用者ニーズにあうダイヤ設定

地域への広報活動（チラシやIP電話）

貨客混載による物資の輸送

地域の観光資源と連携し観光客の輸送

インフラのメンテナンスに関する公的な補助制度の活用

安価な自動運転車両の購入

車両の安全性向上による有償ボランティアの参画

メンテナンスの容易な車両選定

安価な保険商品の開発・購入

負担感の低減（事故時の責任などの説明，自治体の協力，必要な保険加入等）

地元輸送サービスを展開する事業者の活用

必要な免許の保有又は講習実施（自家用有償輸送等）

持続可能
な運営体
制の構築

地域の合
意を得る

安価な運営の
仕組み構築

運営主体の確保

自動運転でカバー可能な
コンパクトな施設立地

自動運転への
理解の醸成

地域の公的計画への位置づけ/既存交通モードとの役割分担

地域にあう自
動運転システ
ムの構築

自動運転
サービスの
社会実装

自動運転技術への信頼

自動運転サービスの設計

地域における導入機運

自動走行のため
の道路環境

安価な初期投資
（車両・インフラ）

輸送サービスとして
の位置づけ

住民の定期利用

自動運転の運行管理
体制確保

安定的な収入
の確保

住民以外の輸送

低コストな運行管理

インプット・活動 アウトプット

初期

アウトカム

中間 最終

多様な環境に対応した車両改良

ステークホルダーによる協議会の設置

国A 国B コB国C コA

自動運転に至る前に手動運転による実験プロセスを得た段階的な導入

チェック 意味（インプット該当）

✔・赤
秋田県上小阿仁村に
当てはまるもの

無
秋田県上小阿仁村に
当てはまらないもの

色 意味

黄色 対象者回答箇所

橙色 想定が難しい項目

赤枠 共通していない項目

表示 対象者

国A 国土交通省(A)の方

国B 国土交通省(B)の方

国C 国土交通省(C)の方

コA コンサルタント(A)の方

コB コンサルタント(B)の方


